
 

議員（尾崎 忠義） 

  13番 尾崎 忠義でございます。 

 私は、令和元年６月多度津町議会第２回定例会におきまして町長及び教育

長、そして各関係担当課長に対し、１、新漁業法による町沿岸漁業者と漁協

経営への影響について、２点目に種子法廃止に伴う町内、ＪＡ、生産農家へ

の影響についての２点を一般質問をいたします。 

 まず最初に、新漁業法による町沿岸漁業者と漁協経営への影響についてであ

ります。 

 安倍政権は臨時国会の所信表明演説で、次は水産改革と明言し、漁業法を抜

本的に改正するとし、昨年12月６日に70年ぶりとなる新漁業法が、説明した

ら切りがないと水産庁長官が答弁をしたり、県職員への説明配付資料を回収

したりと漁民には事前に改定案の内容を知らせない異常な対応をわずかな国

会審議で新漁業法を成立させたものであります。特に、その中で漁民に丁寧

な説明をの声もむなしく、また漁業現場の声をまともに聞かないままに国会

で強行採決された訳であります。これは2018年、つまり昨年の臨時国会で改

悪を強行した改定漁業法の2020年度の施行をにらんでのこととなっておりま

す。それまでに水産庁の法案説明を聞いたのは、全国955沿海漁協のうち、わ

ずか77漁協、このうち55漁協が県議会から懸念意見書を提出しており、香川

県の漁協もそのうちに含まれておりました。 

 そして、戦後のルールを壊し、漁協、地元優先廃止、海の議会である、つま

り海区漁業調整委員会を改悪、行政の下請化などが進められ、戦後の漁業制

度をひっくり返す大改革で、漁業協同組合や漁業者を優先してきた制度を見

直し、企業参入を広げる方向の内容となっております。 

 世界で一番企業が活躍しやすい国を目指すと施政方針の演説を行った安倍首

相でしたが、その意向に沿って新漁業法では、１、養殖用漁業権免許を漁協

を通さずに知事が企業に直接免許を与える。２点目に、地元漁民に優先的に

与えられた定置漁業権を知事裁量で直接企業に免許を与える。３点目に、沿

岸資源を圧迫する大臣許可漁業漁船のトン数制限の撤廃。４点目に、大規模

漁業を優遇し、小規模漁業経営を困窮化へ導く漁獲量割り当て、ＴＡＣ制度

の導入。５点目に、海区漁業調整委員会、つまり海の議会を公選制から知事

の任命制に変更などを行うとしている訳であります。 

 水産庁は、新漁業法ができても「心配は要らない」、「予算をつけた」、

「安心してよい」などと法律ができてから説明をしております。今、新漁業

法が施行されたら、海の秩序は乱れ、漁業経営、漁家経営は一層困難にな

り、沿岸漁村の地域経済も疲弊していくのではと不安で心配されているとこ

ろであります。新漁業法は、国連家族農業また漁業宣言や地方創生とは真逆



の法律ではないかとも言われております。 

 そこで、お尋ねいたします。 

 １点目は、多度津町内の組合ごとの漁業従事者は何名いるのか、２点目に、

香川中讃地区漁業組合は幾つあるのか、またその組合名と所在地及び漁業従

事者数はどれぐらいあるのか、３点目に、沿岸漁業、養殖漁家、特に白方産

カキに及ぼす新漁業法の影響はどうなるのか、４点目に、水産改革法案に対

する町、県の考え方と対応はどうするのかを最初に４点をお尋ねいたしま

す。よろしくお願いいたします。 

町長（丸尾 幸雄） 

  尾崎議員の新漁業法による町沿岸漁業者と漁協経営への影響についてのご

質問に答弁をさせていただきます。 

 水産庁において、平成30年６月に農林水産業・地域活力創造プランが改定さ

れ、水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化を両立させ、漁業者の所得

向上と年齢バランスのとれた漁業就業構造を確立させることを目指し、漁業

の成長産業化に向けた水産資源管理、水産物の流通構造、漁業の成長産業化

と漁業者の所得向上に向けた担い手の確保や投資の充実のための環境整備を

大きな柱とした水産政策の改革が掲げられました。その後、改正漁業法は昨

年12月８日未明の参議院本会議において可決成立されました。 

 それでは、議員ご質問のうち、４番目の質問につきましては私がお答えを

し、残りのご質問につきましては担当課長より答弁をいたします。 

 まず、４点目の水産改革法に関する町、県の考え方と対応はどうするのかに

ついてでございますが、本町では昨年の12月定例会において多度津町議会と

して漁協に免許される特定区画漁業権の継続及び海区漁業調査委員会の漁業

者委員会の公選制の継続を求め、農林水産大臣及び水産庁長官並びに香川県

知事に対し、水産政策の改革に慎重な検討を求める意見書を原案可決提出さ

れております。また、県におきましても、ほぼ同様の内容で昨年10月12日付

で、香川県議会として同様の意見書が提出されております。今後もこの意見

書に係る改正漁業法の影響について町内各漁協及び県と情報共有を図るとと

もに、国の動向にも注視してまいります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

産業課長（谷口 賢司） 

  それでは、議員ご質問の１点目、多度津町内の組合ごとの漁業従事者数は

何名いるのかにつきまして、多度津町漁業協同組合の組合員数は38名、白方

漁業協同組合の組合員数は28名、多度津町高見漁業協同組合の組合員は63名

の合計129名でございます。 

 次に、２点目、香川中讃地区漁業組合は幾つあるのか、また、その組合名と



所在地及び漁業従事者はどうかについてでございますが、まず中讃地区漁業

組合連合会の構成団体数は９団体でございます。 

 次に、構成団体名及びその所在地並びに組合員数につきましては、坂出市は

３漁協で、松山漁業協同組合、組合員数36人、坂出市漁業協同組合、組合員

数47人、与島漁業協同組合、組合員数152人、宇多津町は１漁協で宇多津漁業

協同組合、組合員数107名、丸亀市は２漁協で丸亀市漁業協同組合、組合員数

37人、本島漁業協同組合、組合員数109人、多度津町は３漁協で多度津町漁業

協同組合、白方漁業協同組合、多度津町高見漁業協同組合でございます。組

合員の合計は617人でございます。 

 次に３点目、沿岸漁業、養殖漁家に及ぼす新漁業法の影響はどうなるのかに

つきましては、町内３漁協に聞き取り調査を行ったところ、現時点では目に

見える悪影響は余りないとのことでございました。しかし、漁業権の優先順

位の法定化が廃止されたことや、企業参入が容易となり漁場の秩序保持や漁

業権の安易な転売、また漁協の操業区域が狭くなるなどの懸念があるそうで

ございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  それでは、再質問をいたします。 

 まず、町内３漁協の漁業従事者数は何名かお尋ねをいたします。また、県全

体ではどのくらいの組合員がいるのか、もし分かれば併せてお尋ねをいたし

ますので、よろしくお願いいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 先ほどの答弁では、各漁協の組合員数を申し上げました。組合員資格は有し

ているものの、病気等の理由で漁業に従事できなかった方もいらっしゃいま

す。各漁協によりますと、多度津町漁業協同組合は組合員数38人、実従事者

数は同数の38人、白方漁業協同組合は組合員数28人、実従事者数は13人、多

度津町高見漁業協同組合は組合員数63人、実従事者数は61人でございます。 

 なお、県全体では組合員数となりますが、全体で3,841人でございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  次に、白方漁協のカキへの影響はあるのかお尋ねをいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 新漁業法による目に見えた影響はないようでございますが、漁業法の改正に

伴い企業参入のハードルが下がったこともあり、企業が漁業権を得て操業を



始めた場合、現在のカキの養殖棚を設置している操業区域が狭くなってしま

う、また移動しなければならない可能性があるなどの影響が懸念されている

ようでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  先ほど町長から答弁がありましたが、意見書の提出後の反応あるいは状況

はどうなっているのかお尋ねをいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 本町では、今のところ特段の変化はございませんが、香川県水産課にも確認

したところ、県においても今のところ特段の変化はないようでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  漁業権の種類には、漁場利用の仕方によりまして共同漁業権、定置漁業

権、区画漁業権の３つがある訳であります。このためには、混乱を起こさず

に養殖業を行うためには内湾域を利用する企業も漁民も全てが地元の漁協に

加入した上で、全組合員の合意でその水面の有効利用等、環境管理に努めな

ければならない訳であります。漁協では、養殖漁業を利用する組合員は個人

であれ、企業であれ、漁場管理のための漁場使用料納入や組合内協議参加、

そして共同管理の労役作業などが義務となる訳であります。 

 そして、私は生物多様性が最も高い日本の海を守り、おいしい魚を食べ続け

るためにも日本の小規模、沿岸、家族漁業等、漁業集落を大切にしていかな

くてはならないと考えております。 

 次に、種子法廃止に伴う町内、ＪＡ、生産農家への影響についてでありま

す。 

 農業分野では、安倍内閣は企業利益優先のために地域農民を守ってきた種子

法を廃止してしまいました。主要農作物種子法が廃止された後でも、香川県

の主要農作物である米麦の生産振興を図る上で、「おいで米」や「さぬきの

夢」など県オリジナル品種などの優良な主要作物の種子を現状と同水準の品

質及び価格で安定的に供給できる体制を維持することは極めて重要でありま

す。 

 そこで、お尋ねをいたします。 

 １点目には、種子法廃止に伴う県及び町、そして耕種農家への影響はどのよ

うなものがあるのか。２点目には、香川県主要農作物種子協会やＪＡ香川県

の種子の生産と供給の役割は種子法廃止後どうなっているのか。また、優良

な種子の生産と供給が円滑に行われているのかどうか。３点目には、種子法



廃止に伴い、うどん県と胸を張れる種子法を条例化すべきだが、どうするの

か３点についてお尋ねをいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の種子法廃止に伴う町内、ＪＡ、生産農家への影響についてのご

質問に答弁をさせていただきます。 

 種子法と言われる主要作物種子法は、昭和27年に戦後の食糧増産という国家

的要請を背景に国及び都道府県が主導し、米や麦、大豆といった主要作物の

優良な種子の生産と普及を進める必要があるとの観点から、国が果たすべき

役割を定めた法律でございます。 

 この種子法が平成30年４月１日で廃止となりました。これを受け、香川県で

は、従来の種子の生産と供給体制を堅持するため、香川県主要農作物採種事

業実施要領を改正いたしました。この改正により、従来の種子法に規定され

ていた原種等の生産や奨励品種の決定や県及び香川県主要農産物種子協会並

びにＪＡ香川県による種子の生産と供給の役割などを同県要領の中で明確化

いたしました。 

 議員ご質問の１点目、種子法廃止に伴う県及び町、そして耕種農家への影響

はどのようなものかにつきましては、先ほども申し上げましたとおり、県の

香川県主要農産物採種事業実施要領の改正により、本町では従来どおりの種

子の生産、供給体制がとられており、現時点では種子法廃止に伴う明確な影

響はないようでございます。 

 次に２点目、香川県主要農産物種子協会やＪＡ香川県の種子の生産と供給の

役割は、種子法廃止後どうなっているのか。また、優良な種子の生産と供給

が円滑に行われているのかについてでございますが、まず、香川県主要農産

物種子協会やＪＡ香川県の種子の生産と供給の役割は、種子法廃止前と変わ

りのない体制がとられております。体制の形態といたしましては、香川県主

要農産物種子協会がＪＡ香川県に対して必要な種子量を通知し、ＪＡ香川県

がその需要を満たせるよう生産者に働きかけます。生産者は、種子をＪＡ種

子センターへ出荷し、そこから各農家に種子が販売されるという体制になっ

ております。 

 また、優良な種子の生産と供給は、種子法廃止前と同様に県、香川県主要農

産物種子協会、ＪＡ香川県による厳しい圃場管理が行われ、供給もこれまで

と同様円滑に行われております。 

 最後に３点目、種子法廃止に伴い、うどん県と胸の張れる種子法を条例化す

るべきだが、どうするのかについてでございますが、各都道府県の動向を調

査した結果、現在までに県単位で種子法に代わる条例を制定した例もござい

ました。しかし、現在県では従来の体制を堅持するために要領を改正し、従



来と同様の優良な種子の生産と供給が円滑に行われていることもあり、現時

点での条例制定は考えていないということでございました。 

 万が一、公的資金のサポートがなくなれば、将来的に生産コストが上乗せさ

れて種子の価格が高騰し、食べ物の価格や住民生活に影響が出る可能性もご

ざいますので、町といたしましては、県やＪＡ香川県と情報共有を図るとと

もに国の動向にも注視してまいります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  それでは、種子法につきまして再質問をさせていただきます。 

 まず第１点目には、香川県の主要農作物採種事業実施要領はいつ成立したの

かお尋ねをいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 香川県主要農作物採種事業実施要領は、昭和34年８月12日に制定されまし

た。その後、幾度かの改正が行われ、最終の改正が平成29年11月１日に行わ

れ、この最終改定要領が平成30年４月１日より施行されております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  次に、種子法に代わる条例を制定している県はどこかお尋ねをいたしま

す。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 平成31年４月１日現在で９道県が条例を制定しております。平成31年１月

25日現在で条例を制定していたのは、全国筆頭の種子産地である富山県、山

形県、新潟県、埼玉県、兵庫県でございます。また、平成31年４月１日に条

例制定したのは、北海道、福井県、岐阜県、宮崎県でございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  次に、種子法が廃止になった経緯について説明をお願いいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 種子法が制定されたのは、昭和27年５月でございます。これは、第２次大戦

終結のためのサンフランシスコ講和条約が発効された翌月でございます。戦

中から戦後にかけての食糧難の時代を経験した日本が、食糧を確保するため

には種子が大事と、主権を取り戻すとほぼ同時期に取り組んだのがこの種子

法の制定でございます。これは、二度と国民を飢えさせない、国民に食糧を



供給する責任を負うという国の明確な意思があったと考えられます。しか

し、平成30年４月１日に種子のコストが国の財源で賄われているなど、これ

までの制度では都道府県と民間企業との競争条件が対等ではなく、国が管理

する仕組みが民間の品種開発意欲を阻害しているとの観点から種子法は廃止

になったと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  次に、種子法が廃止になった今後の影響について説明をお願いをいたしま

す。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 廃止前の種子法でも、種子の生産について民間の参入を禁じていた訳ではあ

りませんが、種子法が廃止されたことにより民間企業、特に外国企業の参入

が見込まれております。都道府県が種子事業から撤退し、民間企業のみが種

子事業を行った場合は、種子の私有化が進むことが懸念されます。また、先

人たちの努力で作られた品種が新しい品種を作るための素材となり、これを

基につくられた品種に特許がかけられることになり、国や都道府県の遺伝資

源が自由に使えなくなる、また海外へ流出してしまう懸念もあるようでござ

います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  次に、町内で生産されている種子は何があるのかお尋ねをいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 ＪＡ香川県の情報によりますと、裸麦の「一番星」、小麦の「さぬきの夢

2009」、水稲の「おいで米」でございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  最後になりましたが、町として種子法の条例化は考えていないのかどうか

をお尋ねいたします。 

産業課長（谷口 賢司） 

  尾崎議員の再質問にお答えいたします。 

 先ほどの答弁の中でも申し上げましたとおり、香川県主要農作物採種事業実

施要領を改正し、種子法廃止前と変わりなく適切な種子の生産及び確保がで

きておりますので、町単独での条例化は現時点では必要はないのかなと考え

ております。 



 以上、答弁とさせていただきます。 

議員（尾崎 忠義） 

  県では、香川県の主要農作物採種事業実施要領、これを改正しただけでご

ざいます。そして、種子法の条例化はしていないということでございますの

で、恐らくこれは国の法律からいいますと、各県で条例化が進んでおること

もありますし、ぜひ香川県でも条例化をし、これを外国からの種子をここで

やはり止めなければならないと考えております。 

 そして、私は個人的にもこのためにも、ぜひ町も耕種農家あるいは生産農家

を守るためにも条例が必要ではないかと考えております。そういう意味にお

きまして、今後ともこの点を検討していただきたいと思います。有難うござ

いました。 

 以上、２点につきまして私の一般質問を終わります。有難うございました。 


